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１．案件名 

 ベトナム国天然ゴムを用いる炭素循環システムの構築プロジェクト 

２．協力概要 

（１） 事業の目的 

 ベトナムが目指す天然ゴムの大幅な生産拡大と地球温暖化対策を背景に、天然ゴムの利用の高度

化と用途の拡大を実現する技術、および天然ゴム生産現場で有効な廃水処理技術やゴム廃木からの

次世代バイオ燃料生産技術を、ベトナム側研究機関と共同で開発し、ベトナム側研究機関の天然ゴ

ム研究開発能力の向上を図ることを目的とする。 

（２） 協力期間 

 ５年間 

（３） 協力総額（JICA 側） 

 3.9 億円 

（４） 協力相手先機関 

 ハノイ工科大学（HUST） および その協力機関としてベトナムゴム研究所（RRIV） 

（５） 国内協力機関 

 長岡科学技術大学 および その協力機関としてとして国立環境研究所 

（６） 裨益対象者および規模、等 

 協力期間中の直接的な裨益対象者は、主として共同研究をする上記のベトナム側２組織に属す研

究者（約 20 名）である。 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

 ゴムはタイヤ、免震設備、医療・衛生用品等に用いられる、きわめて有用な工業素材であり、天

然ゴムと合成ゴムに大別される。 

 天然ゴムはパラゴム樹の二次代謝産物1である樹液（ラテックス）を原料とする。種々の合成ゴ

ムが開発されているが、大型車輌や飛行機のタイヤ、医療用ゴム製品等において未だに天然ゴムは

欠くべからざる素材である。現在の全世界での消費量は約 900 万トンであり、これを産出する約

1,000 万 ha のパラゴム樹林では年間約 3.3 億トンの CO2を固定していると推測される。また天然ゴ

ムが最終的に焼却処理されたとしても、排出される CO2はパラゴム樹が固定した CO2であり、炭素

循環型のカーボンニュートラルな素材とも言える。 

 一方で、現在全世界で約 1,400 万トン消費されている合成ゴムは、およそ同量の化石資源を消費

しており、それに相当する CO2を排出する。 

 こうしたことから、天然ゴムは合成ゴムより地球温暖化防止の観点から優れており、合成ゴム

1,400 万トンを天然ゴムで置換すれば、新たなパラゴム樹により 5.1 億トン／年2もの CO2固定効果

が期待できる。 

 

                                                        
1
 植物が生合成し、その生育上、必要不可欠ではない化合物。 

2
 この数値は天然ゴムプランテーションが持つ CO2固定量のみを算定したものである。天然ゴムプランテーショ

ンが開発される場合には、その前後の土地利用の変化から CO2固定量の増減を算定する必要がある。 



① 不適切な品質規格 

 現在の天然ゴムの品質規格は、目視によるごみ（不純物）、色、製造法などを評価項目としてお

り、必ずしもゴム自体の弾力性、強度、伸縮性などの物性を反映したものとなっていない。この

ため、物性にばらつきのある天然ゴムを加工する際には、素練りという工程により原料ゴムを均

一にする必要があり、そこにエネルギーとコストがかかっている。 

 一方、ゴムの物性は、その分子の末端に結合している微量物質の役割によるが、その末端構造

はまだ十分に解析されていない。この解析手法を開発・標準化して、物性を合理的に評価する手

法が新しい規格として採用されれば、天然ゴムの品質の均一化が図れ、製造時のエネルギーとコ

ストを削減することができる。 

 

② 含有タンパク質による影響 

 天然ゴムの原料ラテックスには、植物由来のタンパク質が含有しており、このタンパク質は以

下のように天然ゴム製品に影響を及ぼしている。 

・ 手袋のような皮膚に接触する製品に天然ゴムが使われている場合、タンパク質がアレルゲンと

して作用する。 

・ 車両走行時の燃費低減が求められているが、タンパク質の存在が軽量で摩擦が少なく制動性の

よいタイヤの製造を困難にしている。 

こうした影響を低減するため、タンパク質を効率よく除去する高純度天然ゴムの開発技術を確

立することが求められている。また、脱タンパク質化した天然ゴムは、有機系高分子としてゴム

以外の工業原料として利用することが可能であり、燃料電池用電解質、自動車のバンパー等タイ

ヤ以外の部品としても有用であると考えられている。 

 

③ 天然ゴム廃木の処理 

 天然ゴムからラテックスが採取できるのは、約 25 年間である。その後は、現在のところベトナ

ムでは家具等の木材として利用されているが、天然ゴムの生産量の増大と共に廃木の発生量が増

加する可能性があり、有効利用への関心が高まっている。 

 

④ 天然ゴム製造過程からの廃水中の天然ゴム残留および廃水処理過程におけるメタン排出 

 900 万トンの天然ゴム製造から発生する廃水は、年間およそ 1,800 万 m3で、65 万トンの炭素（う

ち、8割が天然ゴム成分）を含んでいると推定される。ほとんどがラグーン処理3されているが、

その過程において炭素分は多くがメタンガスとして大気放出されている。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

地球温暖化政策からみた位置付け 

 ベトナムは、地球温暖化による影響に最も脆弱な国の一つであるとの認識から、気候変動枠組

条約や京都議定書の調印、それらの国際約束を順守するための国内組織の整備など、地球温暖化

に積極的に対応する姿勢を見せている。2008年には、分野横断的で包括的な取組みの方向性を「気

候変動対策にかかる国家目標プログラム」（National Target Program to Respond to Climate 

                                                        
3 開放型の処理池内での廃水処理手法。定義は様々だが、日本では好気性生物酸化システムのことを指すことが

多い。 



Change, NTP-RCC）として策定している。今後はNTP-RCCに沿って気候変動シナリオの検討、気候

変動対応策を特定するための指針の作成、各セクターや各地域ごとの対応策の特定などが行われ

る予定であり、具体的な課題に対する政策アクションが策定されることとなる4。 

 また気候変動と並行してエネルギー需要の増加にも対応する必要があることから、2007年に策

定された国家エネルギー戦略では2020年における再生可能エネルギーによる発電量を全体の5％

にする目標を掲げている。 

 地球温暖化問題に対するこうしたベトナム政府の積極的な取組みは、高品質化、高機能化、利

用拡大、および生産工程からの温暖化ガスあるいはエネルギー回収によって、カーボンニュート

ラルな天然ゴムの利用価値を高めようとする本件の主旨と合致していると考えられる。 

 

天然ゴム産業政策からみた位置付け 

 ベトナムの天然ゴム生産量は近年急激に伸びており、2008 年は 66 万トンに達した（FAO）。そ

のほとんどが輸出され、農産品輸出額では米、コーヒーに次ぐ重要な輸出品である。ベトナム政

府は今後とも天然ゴム産業を振興していく方針であり、2020 年の生産量は 120 万トン、輸出量

は 100 万トンを目標としている。 

 このようなベトナムにおける天然ゴム産業振興政策に対し本プロジェクトは、優れた品質管理

による輸出競争力の拡大、天然ゴムの工業的価値の向上、環境に優しい生産技術の確立という点

において貢献するものと考えられる。 

 

（３） 他の援助機関の対応 

 本プロジェクトに関係する研究分野においては、いずれのベトナム側研究機関においても他ド

ナーの支援は受けていない。 

 

（４） 我が国援助政策との関連 

 「対ベトナム国別援助計画（外務省、平成 21 年）」は、対ベトナム支援の 4つの柱を掲げ、そ

こには「経済成長促進・国際競争力強化」および「環境保全」が含まれている。また、同計画で

は気候変動対策の視点を重視する必要性を指摘し、ベトナムにおける気候変動対応政策の取組み

を支援していくことを表明している。上記の援助分野については JICA としても同様の取組みを

行うとして重視している。 

 翻って本プロジェクトは、「経済成長促進・国際競争力強化」に関しては、ベトナムの主要農産

品としての重要性が増している天然ゴムの市場性を高め、ベトナムの天然ゴム産業の振興に資す

るものと期待される。また「環境保全」や気候変動対策の面から見れば、本プロジェクトは、天

然ゴムの生産プロセスに起因するメタンガスを回収し、ゴム廃木からバイオ燃料を生成すること

によって、天然ゴムの生産に伴う環境負荷の低減を目指す。そして、カーボンニュートラルな資

源としての天然ゴムの有効性を高めて合成ゴム生産に伴う化石資源の消費あるいは CO2 排出を削

減することによって、気候変動の緩和、あるいはクリーンなエネルギーの利用促進の観点から気

候変動へのベトナム政府の取組みに寄与するものである。 

                                                        
4 これについては別途、JICA の「気候変動対策支援プログラム（I）」での支援が始まったところである。 



４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標 

  ハノイ工科大学とベトナムゴム研究所の環境にやさしい天然ゴムの生産、天然ゴム利用の高

度化および天然ゴムの用途の拡大を実現する技術に係る能力が高まる。 



（２）成果（アウトプット）と活動 

5 つの成果・指標とそれぞれの活動は、以下の通りである。 

 

成果１：天然ゴムの高度利用に対応できる核磁気共鳴法（NMR）を利用した精緻な新世代の評価法が開

発される。 

指標１：ベトナム国内標準案を標準化委員会へ提出する。 

   ：ベトナム国内標準案に対応する国際標準案を作成する。 

1-1. ベトナム新鮮天然ゴムについての NMR 測定データの解析を実施する。 

1-2. ベトナム市販天然ゴムについての NMR 測定データの解析を実施する。 

1-3. 天然ゴム末端構造と物性との関係を調べて、新しい標準を検討する。 

1-4. 新しい標準にかかわるラウンドロビン方式試験5を民間企業の協力を

得て実施し、新しい標準の妥当性を検証する。 

1-5. ベトナム国内標準案を標準化委員会へ提出し、国際標準案を作成する。 

 

成果２：省エネ効果の高いタイヤ等を実現する高性能ゴムを開発する。 

指標２：窒素含有量が 0.01w/w%以下の精製天然ゴムを工業的に応用するための技術プロセスが開発さ

れる。 

2-1. ベトナムにおいて実験室レベルの天然ゴム除タンパク質技術を検討す

る。 

2-2. ベトナムにおいて天然ゴム精製（除タンパク質）テストプラントを設

置する。 

2-3. 天然ゴム精製テストプラントを用いてタンパク質非含有天然ゴムの生

産試験を行う。 

2-4. 天然ゴム精製テストプラントを用いてタンパク質非含有天然ゴムのサ

ンプルを調製する。 

2-5. タンパク質非含有天然ゴムサンプルの物性を検証する。 

 

成果３：天然ゴム由来高機能ポリマーが開発される。 

指標３：プロトン6伝導度 0.1 S/cm 以上を示すポリマーが開発される。 

3-1. タンパク質非含有天然ゴムを化学修飾してナノマトリックス構造を形

成する。 

3-2. ナノマトリックス構造化天然ゴムの３次元分子構造の解析を行う。 

3-3. ナノマトリックス構造化天然ゴムを更に修飾してイオン伝導性を高め

る。 

3-4. ナノマトリックス構造化天然ゴム生産をスケールアップする。  

                                                        
5
複数の試験機関に同一試料を回して測定を行う共同作業の方法 

6
水素イオン 



成果４：ゴム廃木に効率的なバイオ燃料製造技術が開発される。 

指標４： 微生物を利用した分解プロセスが、糖化率 50％以上を達成する。 

4-1. 廃木の前処理破砕技術を検討するため評価手法を確立する。 

4-2. 最適な前処理破砕法を確立する。 

4-3. セルロース分解に最適な微生物のスクリーニング方法を確立する。 

4-4. 最適なセルロース分解微生物を分離・保存する。 

4-5. 前処理済みサンプルでの微生物による分解試験を行う。 

4-6. 最適分解微生物の分解酵素の分解性能を評価する。 

4-7. 分解微生物のコレクションを構築する。 

4-8. 分解微生物を変異処理により改良する。 

4-9. 最適なゴム廃木分解プロセスを構築する。 

 

成果５：高度ゴム廃水処理システムが開発される。 

指標５：天然ゴム精製後のラテックス廃水からのゴム回収率 90%を達成する。 

：残存廃水からのメタン回収率 80%を達成する。 

5-1. 現状の廃水および処理水の水質と天然ゴム精製廃水の組成を調査す

る。 

5-2. 実験室レベルの処理装置（リアクター）をハノイ工科大学に設置し、

試験運転する。 

5-3. 廃水や汚泥試料の分析方法を確立する。 

5-4. 現状の廃水処理システムにおける温暖化ガス発生量と微生物構成を

調査する。 

5-5. 実験室レベルリアクターの運転方法を最適化する。 

5-6. 実験室レベルリアクターの廃水処理性能を把握する。 

5-7. パイロットスケールのリアクターを設計する。 

5-8. パイロットスケールリアクターをベトナムゴム研究所に設置する。 

5-9. パイロットスケールリアクターの廃水処理性能を把握する。 

5-10. パイロットスケールリアクターの廃水処理プロセスを最適化する。 

5-11. ゴム廃水処理リアクターの設計指針を作成する。 

5-12. 高度ゴム廃水処理システムによる温室効果ガス削減効果を見積も

る。 

 

（３）投入（インプット） 

 ① 日本側（総額 3.9 億円） 

・ 専門家：業務調整を含む長期専門家 2名及び短期専門家約 10 名（長岡技術科学大学および

国立環境研究所の研究者を想定）。 

・ 供与機材：本プロジェクトで実施する共同研究・開発項目に必要な分析機材、テストプラ

ント、排水処理（ラボスケールおよびパイロットリアクター）を HUST および／または RRIV

に供与。 

・ 研修員受入れ：カウンターパートを対象として 3－4名程度/年。 

・ 在外事業強化費：プロジェクト運営、特に日本側投入に係わる経費等を必要に応じ支弁。

② ベトナム国側 

・カウンターパート（C/P）：プロジェクトダイレクター及びプロジェクトマネージャーを 



含む HUST および RRIV の研究者。 

・ 施設、機材等：実験装置・設備の据付あるいは建設のための建物や土地、既存の実験室

及び専門家執務スペース（照明器具、電気設備、机、椅子等を含む）。 

 

（４）外部要因（満たされるべき外部条件） 

 ①前提条件 

  特になし。 

 ②成果達成のための外部条件 

・ 新規格の制定に向けて科学技術省の関係者等の理解･協力が得られる。 

・ 機材および機材の使用に必要な試薬等の調達が、価格の高騰や手続き上のトラブルなど

不測の要因により遅延しない。 

 ③プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 主要なカウンターパートが全協力期間を通じて本プロジェクトに参画する。 

５．評価 5項目による評価結果 

（１）妥当性 

以下のように、温暖化という地球規模課題から見た重要性、ベトナム政府および我が国政府の政策

との整合性、手段としての適切性により、本プロジェクトの妥当性は高い。 

① 温暖化という地球規模課題から見た重要性 

 地球温暖化への対応のために、CO2 排出削減あるいは CO2 固定が求められている。本プロジェク

トは天然ゴムの利用の高度化あるいは用途拡大により、合成ゴムを初めとする化石資源由来の素材

を天然ゴムで置換し、天然ゴム樹による CO2固定能力を有効活用しようというものである。また、

天然ゴム生産過程より生じる廃液の新規処理法とゴム廃木からのバイオ燃料生産技術の開発によ

り、従来の廃水処理からのメタン放出量および化石資源消費の削減が期待される。したがって、本

プロジェクトは世界の地球温暖化対応ニーズに合致したものといえ、重要性が高い。 

② ベトナム政府の政策との整合性 

 本プロジェクトは地球温暖化対応に資する天然ゴムの有効性を高めることから、３.（２）で述

べたようなベトナム政府の地球温暖化に対応した取組み、あるいは天然ゴム産業の推進政策に合致

しており、高い妥当性が認められる。 

③ 日本国の援助政策との整合性 

 本プロジェクトはベトナム政府が推進する天然ゴム産業の振興、および天然ゴムの生産に伴う環

境負荷の低減を目指していることから、先述の「対ベトナム国別援助計画（外務省、平成 21 年）」

が掲げる「経済成長促進・国際競争力強化」および「環境保全」という支援の柱に合致している。

また両文書が、対ベトナム援助において特に留意すべき事項としている気候変動対策についても、

メタンガスの排出抑制やバイオ燃料生成のための技術開発を研究課題として入る点において整合

している。 

④ 手段としての適切性 

 HUST は、ベトナムで始めての科学技術系大学として開学し、以来、国の工業化を担うエンジニ

アを多数輩出している。また、同大学は長岡技術科学大学との学術交流関係が良好であり、共同研

究体制を構築する基礎がすでにできている。産業界との連携もあり、長岡技術科学大学と共同研究

した天然ゴム精製技術がハノイ工科大学を通じて産業界に取り入れられた実績もある。 

 また HUST の協力機関として本件に参画する RRIV は、ベトナムの天然ゴム産業の振興に資する研

究を長年手掛け、天然ゴムの品質認証機関でもある。天然ゴムの生産施設も有し廃水処理も行って



いるため、成果４あるいは成果５の活動に RRIV の参画は重要であるとともに、RRIV は天然ゴム

業界の技術面におけるリーダー的存在にあることから、プロジェクトの成果が産業界に実装され

る上でも重要な位置にある。 

 一方、日本側実施機関の長岡技術科学大学は、天然ゴム精製や精製天然ゴムの工業的用途拡大

等に関する研究において、日本のみならず世界的にも秀でた研究実績を有している（成果 1～3）。

また成果 4、5の鍵となる微生物スクリーニングと育種や菌株改良などの分野においても、高度な

知見を蓄積しており、セルロースの糖化あるいはゴム廃液の微生物処理において優れた研究実績

を残している。国内参画機関である国立環境研究所は地球温暖化に関して日本の研究拠点であり、

ゴム廃水処理における地球温暖化抑制効果の把握にその知見が大いに活かされる。 

 このように、本プロジェクトは適切な実施機関の協力の元に実施されるものと言える。 

また、関連する研究分野において、これまでも現在においても、他のドナーの支援を受けておら

ず、本プロジェクトが成長期にあるベトナムの天然ゴム産業を支える技術基盤の確立に、直接的

に、また最大限に、その効果が発揮されることが期待できる。 

なお、本研究成果は、業界において実績のある研究機関による成果であり、実用化においては

日本企業の参画や特許取得も期待されるものである。特に性能のよりよいエコタイヤの生産や、

Carbon Neutral な材料（ゴム）を使用した製品開発が見込まれ、将来的には企業にとっても経済

効果を得られる可能性が高い。 

 

（２）有効性 

 以下の理由により、本プロジェクトの有効性は高いと判断される。 

① 成果とプロジェクト目標との因果関係 

 成果１は天然ゴムの利用の高度化と用途拡大に不可欠な天然ゴムの合理的な品質管理を可能に

するものである。成果２は高性能ゴムの開発による利用の高度化、成果３は燃料電解質、自動車内

装材等用途拡大を目指すものである。また成果４・５は天然ゴムの生産現場での環境負荷を減らす

試みであり、これらにより環境に優しい生産が実現する。いずれの成果も HUST、RRIV との共同研

究を経て達成されることから、その過程においてそれら研究機関における関連技術の能力向上が図

られる。 

② 成果からプロジェクト目標に至る外部条件の状況 

 成果達成に向けた共同研究に携わり研究開発技術を習得したベトナム側研究者が、プロジェクト

終了時までプロジェクト活動を続けていることが重要な外部条件である。その条件が満たされるに

は、ベトナムにおける天然ゴム産業振興の重要性、および HUST における天然ゴム研究の優位性が

保たれることによって、ベトナム側研究者が研究を継続する環境が組織的・金銭的に維持されるこ

と、そしてベトナム側研究者自身が探究心を持ち続けることが必要である。現時点においては、そ

れらが充足される見込みは高いと判断される。 

 

（３）効率性 

 本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込まれる。 

① ゴム研究所との連携 

 本プロジェクトでは、ベトナムですでにゴムの研究を行っているベトナムゴム研究所との連携が

予定されており、同研究所が保有する機材の活用が見込めるため、日本から供与する機材は本研究

にとって必要不可欠のものに限られる見込み。 

② 活動・投入と成果との因果関係 

 本プロジェクトでは、5 つのアウトプットに対して、日本側・ベトナム側それぞれから研究者



が参画して研究グループを構成している。研究者はそれぞれ、本プロジェクトに関連した研究実

績を有しており、多岐にわたる成果達成にむけて人員配置がなされているものと考えられる。特

に、達成されるべき成果に対し日本側研究者の派遣数は７～10 名と、他の科学技術協力案件と比

較し少ない。一方、ベトナム側研究者は 20 名近くおり、現地のリソースを活用した案件投入計画

となっている。 

 また本プロジェクトの活動計画は、成果を達成するために必要十分な内容となっており、計画

どおりに活動が実施されれば、効率的な成果達成が可能である。 

 

（４）インパクト 

 本件は、以下に述べる理由により、天然ゴムという炭素循環型の資源を活用した天然ゴム産業

の新規展開に貢献できるものと考えられる。 

 開発される標準化手法は、ベトナムの新規格として採用されれば、ベトナム産の天然ゴムが物

性を反映した規格にて評価されるために市場価値が高まり、またこの新規格がその有用性から世

界標準と認められれば、天然ゴムに対する工業的価値が高まることが想定される。ただしベトナ

ム規格あるいは国際標準の変更が、日本の天然ゴム産業関係者に無用な混乱を起こすことも考え

られ、新標準化手法に関する積極的な情報発信が求められる。 

 タンパク質を除去する精製技術は、指標で掲げているように窒素含有量 0.02w/w%のレベルにま

で開発されれば、タンパク質アレルゲンフリーの天然ゴム製品の製造、タイヤのエネルギー効率

の向上、天然タイヤの軽量化など様々な利用の高度化が見込まれる。これらにより、天然ゴムの

合成ゴムに対する比較優位性が高まり、合成ゴムの天然ゴムによる置換が促進されることが想定

される。 

 天然ゴムからの伝導性の高い新規高機能ポリマーの開発は、燃料電池用電解質や伝導性ゴムの

開発への大きな一歩となり、また、天然ゴム以外にも様々な植物が二次代謝産物としてポリイソ

プレンを生成していることから、ひろく植物由来ポリイソプレンによる化石資源の置換に貢献し、

化石資源依存の低減に繋がるものと期待される。 

 天然ゴム廃木の生物処理による糖化 50%が達成されれば、天然ゴム廃木のバイオ燃料化におけ

る技術的課題は解消され、ベトナム国のエネルギー政策とも合致しているため、技術の実用化の

推進が見込まれる。 

 新廃水処理システムでは、メタン回収はベトナムの気候変動対応政策とも合致しており、ゴム

の回収も 90%という高い回収率が達成されれば、RRIV と民間生産業者とのネットワークを踏まえ

ると、今般の実証研究が生産現場へ展開されていくことが想定される。 

 さらに、本プロジェクトは各成果の達成を通じ、ベトナムの天然ゴム学会が設立されるレベル

にまでベトナム側研究期間の能力を向上することを目指している。これが達成されれば、本プロ

ジェクトで開発された技術が上記のように展開していくばかりでなく、天然ゴムに関する他の研

究開発も活性化されることが期待される。 

 

（５）自立発展性 

 以下の理由により、本プロジェクトによる効果が期待通りに発現されれば、十分な自立発展性

に至る可能性が高いと考えられる。 

① 政策・制度面での自立発展性 

 既述のように、ベトナムでは天然ゴム産業を積極的に振興していく政策であり、この政策が今

後とも維持されるものと見られる。また地球温暖化および気候変動に関する政策も、今後日本そ

の他ドナー国の支援を得つつ、一層強化されていく方向性にある。これらのことから、本プロジ



ェクトによる成果の持続的推進は国家政策と合致し、政策的に自立発展性が損なわれるリスクは

最小限であると考えられる。 

また、本件で開発される標準化手法は、その工業利用の観点からみた合理性および市場競争に 

おけるベトナム産天然ゴムの品質向上の必要性から、規格としての制度化される可能性は高く、

規格化により本プロジェクトの成果が持続的に効果を発揮することとなる。 

② 組織・財政面での自立発展性 

 HUST、RRIV ともにその歴史や規模、実績等を考えると、組織的な自立発展性は今後とも見込

まれる。本プロジェクトにより天然ゴム分科会が設立されれば、その設立メンバーとして重要な

責任を負い、また国内外の研究者とのネットワークも構築されていくため、より組織力が強化さ

れていくことが期待できる。さらに、本プロジェクトで作成されたベトナム規格案が正式に採用

されれば、その運用において HUST と RRIV は引き続きベトナム天然ゴム産業界にとって重要な役

割を担うことになる。 

 こうした組織力の向上と合わせて、本プロジェクトにより高度な技術能力がされれば、継続的

な研究活動の重要性が関係機関に認識され、研究業務の需要も高まっていく可能性がある。なお、

両組織とも国の機関であることから、財政的な懸念等はなく、自立発展性への影響は少ない見込

み。 

③ 技術面での自立発展性 

 供与される予定の各種機材の運転管理技術は、ベトナム研究者に確実に定着するよう、ベトナ

ム国内における密度の高い技術指導および日本での研修を重ねていくことが計画されており、ま

たベトナム技術者にもすでに技術の素地が十分にあることから、必要な技術が習得される見込み

は高い。 

 また本プロジェクトで開発される新しい標準化技術は、ラウンドロビン方式試験によってその

有効性が的確に評価され、規格として採用されることになれば、市場において規格適用の必然性

が自ずと発生するため、ベトナム側実施機関のみならず国内関係機関に広く定着していくものと

考えられる。 

 天然ゴムからタンパク質を除去することによる高度化技術は、アレルギーフリーな手袋等のゴ

ム製品、高燃費タイヤ、軽量タイヤなど、また、天然ゴムからのポリマー開発技術は、燃料電池

用電解質や伝導性ゴムなど、天然ゴムの様々な工業的利用を可能にする。また、学会内に天然ゴ

ム分科会が設立され活動が軌道に乗れば、ベトナム天然ゴム産業界からの新規技術への関心が大

いに高まるものと期待される。ベトナム政府の天然ゴム産業振興政策という追い風のなかで、

HUST および RRIV がこれまで構築してきた産業界との強い連携がさらに発揮されれば、本プロジ

ェクトで開発される天然ゴムの利用の高度化・用途拡大のための技術の工業的利用に向けた次な

る展開が期待できる。 

  バイオ燃料開発は HUST においても最近特に注目を集めている技術分野の一つであるため、本

件で開発される廃木の糖化技術がさらに実用レベルへと発展していく可能性は高い。廃水処理技

術も、従来より HUST および RRIV で研究されてきたテーマであり、本プロジェクトにより温暖化

の抑制効果が認められれば廃水処理技術としての新しい価値が見出されることとなるため、産業

現場への適用に向けた技術研究がさらに持続的に展開されるものと考えられる。 



６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 本プロジェクトは天然ゴム産業の振興を通じて農園に従事する貧困層に正の影響を与えるこ

とは考えられるが、ジェンダーへの配慮は要求されない。また成果１～４は実験室レベルの活動

であり特に有害なものも扱わないので、環境への影響も想定されない。成果５では RRIV に廃水

処理の実証施設を設置するが、既存の廃水処理施設よりも環境負荷が高くなるとは考えられな

い。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 基礎的な生産技術の開発や新しい標準化手法の確立に関して教訓の得られる類似案件はほと

んどなく、本プロジェクトは先駆事例となるものである。しかしながら、多くの技術協力プロジ

ェクトにおいて指摘される以下のような共通課題に関しては、本プロジェクトにおいても考慮す

る必要であり、本調査においても留意・指摘したとおりである。 

・ プロジェクト終了後を見越した供与機材の運営維持管理体制の確立 

・ 関係機関との連携と情報共有 

・ 意志決定権を有するカウンターパートの配置 

 新しい技術の開発という科学技術協力プロジェクトの本質的な特性から発生するプロジェク

ト運営の難しさについては、先行している科学技術協力プロジェクトからの教訓について積極的

に情報を得ていく必要がある。 

８．今後の評価計画 

  ・中間レビュー 平成 25 年 8 月 

  ・終了時評価  平成 27 年 8 月 

 


